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１ 計画策定の趣旨及び位置づけ 

刑法犯の認知件数は、2003 年以降全国的に長く減少傾向でしたが、2022年に 20年ぶりに

増加に転じ、2023年も引き続き増加しています。検挙人員に占める再犯者率は、40％台後半

を推移しており、2023 年において 47.0％と検挙人員の約半数が再犯者であるとされていま

す。宮崎県における再犯者率も、全国と同様に 45％前後で推移しています。 

犯罪をした人等の中には、安定した仕事や住居がない人、高齢で身寄りがない人など地域

で生活するうえで様々な課題を抱えている人が多く、犯罪をした人等が再び犯罪をすること

を防ぐためには、刑事司法手続の中だけでなく、刑事司法手続を離れた後も、継続的にその

社会復帰を支援することが重要です。 

このようなことから、国において、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進

し、国民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現を目

的に、2016年に再犯の防止等の推進に関する法律（以下「再犯防止推進法」という。）が施

行され、2017 年に再犯防止推進計画が策定されました。その後、2023 年３月には再犯防止

施策の更なる推進を図るため、第二次再犯防止推進計画が閣議決定されました。 

また、県においても、2024 年３月に第二次宮崎県再犯防止推進計画を策定し、再犯防止の

取組をさらに推進しています。 

本市においても、2023 年３月に策定した宮崎市再犯防止推進計画に基づき、再犯防止に

関する取組を進めてきましたが、昨今の状況や国及び県の第二次再犯防止推進計画において

示された課題への対応を進めるため、再犯防止推進法第８条第１項の規定に基づき、第二次

宮崎市再犯防止推進計画を第五次宮崎市地域福祉計画と一体的に策定し、「みんながつなが

り支え合い、ともに生きるあたたかいまち」づくりをともに推進します。 

 

 

 

  

 

 

  

●宮崎県における刑法犯検挙者中の再犯者数及び再犯者率（少年を含む）● 

資料：九州矯正管区 
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第６章 第二次宮崎市再犯防止推進計画 

２ 計画の基本方針及び重点課題 

（１）基本方針 

国の第二次再犯防止推進計画では、５つの基本方針を設定しています。本市においても、

国及び県と連携して再犯防止に関する取組を推進するため、国の再犯防止推進計画が示す５

つの基本方針に沿い、本計画を策定します。 

 

国の第二次再犯防止推進計画の基本方針 

① 犯罪をした者等が、多様化が進む社会において孤立することなく、再び社会を構成する一員と

なることができるよう、あらゆる者と共に歩む「誰一人取り残さない」社会の実現に向け、関

係行政機関が相互に緊密な連携をしつつ、地方公共団体・民間の団体その他の関係者との緊密

な連携協力をも確保し、再犯の防止等に関する施策を総合的に推進すること。 

② 犯罪をした者等が、その特性に応じ、刑事司法手続のあらゆる段階において、切れ目なく、再

犯を防止するために必要な指導及び支援を受けられるようにすること。 

③ 再犯の防止等に関する施策は、生命を奪われる、身体的・精神的苦痛を負わされる、あるいは

財産的被害を負わされるといった被害に加え、それらに劣らぬ事後的な精神的苦痛・不安にさ

いなまれる犯罪被害者等が存在することを十分に認識して行うとともに、犯罪をした者等が、

犯罪の責任等を自覚し、犯罪被害者の心情等を理解し、自ら社会復帰のために努力することの

重要性を踏まえて行うこと。 

④ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪及び非行の実態、効果検証及び調査研究の成果等を踏まえ、

必要に応じて再犯の防止等に関する活動を行う民間の団体その他の関係者から意見聴取するな

どして見直しを行い、社会情勢等に応じた効果的なものとすること。 

⑤ 国民にとって再犯の防止等に関する施策は身近なものではないという現状を十分に認識し、更

生の意欲を有する犯罪をした者等が、責任ある社会の構成員として受け入れられるよう、再犯

の防止等に関する取組を、分かりやすく効果的に広報するなどして、広く国民の関心と理解が

得られるものとしていくこと。 
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（２）重点課題 

再犯防止推進法第２章に規定する基本的施策、国及び県の第二次再犯防止推進計画を踏ま

え、次の重点課題を設定します。国や県、関係団体と連携を図りながら、地域住民に最も身

近な自治体としてこれらの課題に取り組みます。 

 

① 就労・住居の確保 

② 保健医療・福祉サービスの利用支援 

③ 学校等と連携した修学支援及び非行の防止 

④ 国、県、関係団体との連携強化による包摂の推進 

⑤ 民間協力者の活動の促進と広報・啓発活動の推進 

 

３ 再犯の防止等に関する取組 

（１）就労・住居の確保 

① 就労の確保 

犯罪歴があることにより就職活動が円滑に進まない、就労やその継続に必要な知識・技能

が習得できる機会がないなどの理由により、就労の確保が難しく、再び犯罪を犯してしまう

人は少なくありません。県においても、2023 年の刑法犯のうち犯行時に無職だった人の割

合は約 51％となっています。 

犯罪をした人等が就労を確保し生活の基盤を安定させることができる支援、取組が重要です。 

●宮崎県における刑法犯総数に占める無職者の割合（少年を除く）● 

 

 

 

 

 
資料：九州矯正管区 
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●宮崎県における協力雇用主数、実際に雇用している協力雇用主数及び実際に雇用されている刑務所出所者等数● 

 

 

 

 

  

 

 

② 住居の確保 

国によると、刑務所出所時に適切な帰住先がない人の割合は約 16％となっています。帰

住先の確保は、安定した生活を送るために欠かせないものであり、再犯の防止を推進するう

えで大切なことです。 

本市を帰住先とする人では、更生保護施設を帰住先とする人が最も多くなっていますが、

更生保護施設は一時的な居場所であり、退所後は地域に生活基盤を確保する必要があります。

行政サービス等の支援を継続するうえでも、地域社会の定住先を円滑に確保できることが重

要です。 

●2023年 宮崎県及び宮崎市における刑事施設出所者の帰住先● 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：九州矯正管区 

資料：九州矯正管区 
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（２）保健医療・福祉サービスの利用支援 

2022 年の出所者のうち、出所後２年以内の刑務所再入率は、高齢者（65 歳以上の人）で

は 18.3％と全体の 13.0％よりも高くなっています。罪名としては他の年齢層に比べて窃盗

の割合が高いこともわかっています。出所後の就労先がないことや認知機能の低下により、

単独で自立した生活を送ることが困難であることが一因とされています。 

高齢者や障がいのある人が必要とする医療や福祉サービスを適切に提供し、自立した生活

を営むことができるよう、継続した取組が重要です。 

このことから、福祉的な課題を抱えている人たちが特性に応じたサービスを受けられるよ

う、関係機関の連携に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）学校等と連携した修学支援及び非行の防止 

我が国の高等学校進学率は 2024年において 98.6％であり、ほとんどの人が高等学校に進

学する状況です。しかしながら、刑務所入所者のうち 30.8％は高等学校に進学していませ

ん。また、高等学校中退者も 23.5％と少なくありません。 

学校教育の中断防止や見守りなど非行の防止に取り組むとともに、進学や復学といった修

学支援が重要です。 

  

●全国における出所受刑者の２年以内再入率● 
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資料：九州矯正管区 
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（４）国、県、関係団体との連携強化による包摂の推進 

犯罪をした人等が、地域社会の一員として、また自立した社会の構成員として安定した生

活を送るためには、保健医療・福祉等のサービスへのアクセス確保など、住民に最も近い自

治体として、市が適切な情報やサービスの提供を行うとともに、現状や課題について、国や

県、関係団体と情報共有を図り、連携を強化することが重要です。 

このことから、関係機関及び関係団体を構成員とする「宮崎市再犯防止推進協議会」のも

と、定期的な情報交換・情報共有を図りながら、犯罪をした人等を受け入れていくことがで

きる地域社会づくりに努めます。 

 

（５）民間協力者の活動の促進と広報・啓発活動の推進 

犯罪をした人等の社会復帰支援は、地域社会の中で、その人等への指導・支援に当たる保

護司、犯罪予防・社会復帰支援等の活動を行う更生保護女性会員、非行をした少年等に対し

て兄や姉のような身近な存在になり非行防止活動を行っているＢＢＳ会など、多くの民間ボ

ランティア、団体の活動に支えられています。 

しかしながら、保護司をはじめとする民間ボランティアは全国的に減少傾向であり、協力

者の確保が求められています。 

また、2024年 11月に実施した市民アンケートでは、再犯防止に関する取組や制度につい

て「知らなかった」と回答した割合が６割を超えていました。 

再犯防止への関心と理解を促し、身近な問題として捉えてもらえるよう、国や県、関係団

体とともに効果的な広報・啓発活動に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

●宮崎県における保護司数及び保護司充足率［各年１月１日現在］● 

資料：九州矯正管区 



98 

（６）主な取組 

① 就労・住居の確保 

 項目名 内容 所管課 

01 

創作的活動及び 

生産活動への支援 

【再掲】 

障がい者の自立と社会参加を図るため、創作的活動や

生産活動の機会の提供を行う生活介護、就労支援事業

所等の利用について、給付費を支給し、障がいのある

人の地域生活を支援します。 

障がい福祉課 

02 
自立相談支援センター

の運営【再掲】 

生活に困窮している人の自立を包括的・継続的に支援

する自立相談支援センターにおいて、自立に向けた相

談対応の中で、必要な情報の提供と助言を行うととも

に、家計相談支援や就労準備支援等の事業と連携し、

一体的な支援を行います。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

03 

生活困窮者自立相談 

支援事業等の実施 

【再掲】 

複合的な課題を抱えて生活に困窮している相談者に

対し、関係機関等との連携を強化し、自立に向けた包

括的・継続的な寄り添い型の支援を実施します。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

04 

協力雇用主である入札

参加資格者への加点の

実施 

建設工事の競争入札参加資格に係る等級格付におい

て、「更生保護協力雇用主である業者」への加点を実施

します。 

契約課 

05 
住宅確保要配慮者に 

対する居住支援【再掲】 

住宅確保要配慮者（高齢者、被災者、障がい者、子育

て世帯等）の入居を拒まない「セーフティネット住宅」

の情報提供や居住支援協議会設置の検討など、居住支

援の充実を図ります。また、住宅に困窮する低所得者

等に対して低廉な家賃で供給する市営住宅の管理・運

営を行います。 

住宅課 
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② 保健医療・福祉サービスの利用支援 

 項目名 内容 所管課 

01 

障がい者基幹相談支援・ 

虐待防止センターの運営

【再掲】 

障がい者総合サポートセンターをはじめとする基幹

相談支援・虐待防止センターを拠点として、各種福祉

サービスの相談や利用支援等を行い、障がいのある人

とその家族の地域生活を支援します。 

障がい福祉課 

02 
地域包括支援センター

の運営【再掲】 

各地域の地域包括ケアシステムの中核的な機関とし

て、介護予防ケアマネジメントや包括的・継続的ケア

マネジメント、地域の総合相談窓口、高齢者の権利擁

護等を実施する地域包括支援センターを運営します。

また、地域包括支援センターの業務負担の軽減や業務

の効果的な実施のため、ＩＣＴの活用を推進します。 

地域包括ケア推進課 

03 
自立相談支援センター

の運営【再掲】 

生活に困窮している人の自立を包括的・継続的に支援

する自立相談支援センターにおいて、自立に向けた相

談対応の中で、必要な情報の提供と助言を行うととも

に、家計相談支援や就労準備支援等の事業と連携し、

一体的な支援を行います。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

04 
ひとり親家庭等 

自立支援事業【再掲】 

ひとり親等の抱える課題の解消を図るため、生活や就

業、経済上の問題に関する相談に対し、指導や助言、

支援を行います。 

子育て支援課 

05 
包括的な相談支援の実施

【再掲】 

高齢、障がい、子ども・子育て、生活困窮等の各分野

の相談支援体制の専門性を活かし、相談者の属性、世

代、相談内容等にかかわらず幅広く受け止め、適切な

支援関係機関につなぎます。 

福祉総務課 

(各支援機関担当課) 
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③ 学校等と連携した修学支援及び非行の防止 

 項目名 内容 所管課 

01 
ひとり親家庭等学習 

支援事業【再掲】 

ひとり親家庭等の子どもの学習習慣や基本的な生活

習慣を確立し、学習意欲の向上を図るため、大学生等

の学習支援員による学習支援や子どもの進学などの

相談対応を行います。 

子育て支援課 

02 
子どもの学習・生活支援

の推進【再掲】 

生活困窮世帯（生活保護受給世帯を含む）の中学生、高

校生、若年層の不就学・不就労者等を対象とした、家庭

や学校以外の「居場所（名称：コラッジョ）」を設け、

日常生活習慣の形成や社会性の育成、学習支援、進路相

談等を行います。 

社会福祉第一課 

03 
青少年の非行防止への

取組 

青少年の非行等問題行動への対応や未然防止に取り

組むため、地域や関係機関・団体等の連携による相談

活動、街頭指導等の見守り活動を行います。 

生涯学習課 

④ 国、県、関係団体との連携強化による包摂の推進 

 項目名 内容 所管課 

01 

再犯防止推進協議会の

開催、関係機関との連携

強化 

再犯防止を推進する関係機関や民間団体との連携の

強化に向けた情報交換・情報共有に取り組みます。 
福祉総務課 

02 
社会参加の支援の実施

【再掲】 

ひきこもり等により長期間就業していない方に対し、

既存の就労準備支援事業の活用のほか、ＮＰＯや協力

企業といった関係機関と連携し、中間的就労や職場体

験、ボランティア等の社会参加の場を創出します。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

⑤ 民間協力者の活動の促進と広報・啓発活動の推進 

 

 項目名 内容 所管課 

01 
更生保護活動に対する

支援【再掲】 

犯罪や非行をした人の立ち直りを助け、社会復帰を支

援する保護司と保護司会の活動にかかる費用の一部

を助成するとともに、活動場所の確保に協力するなど

更生保護活動の推進を図ります。 

福祉総務課 

02 
再犯防止に関する取組

の広報・啓発活動 

保護司等の民間ボランティアの募集や「社会を明るくす

る運動」の再犯防止に関する活動・取組の広報・啓発に

努めます。 

福祉総務課 


